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１．航空需要の動向と航空を取り巻く環境の動向 

 
１-１ 航空需要の動向 

前回の長期計画策定において基準年（発射台）となった 2000 年から今回の基準年であ

る 2005 年にかけての航空需要を中心にその動向について分析を行った。 

 
（１）国内航空旅客需要の動向 

１）全国的な動向 

① 航空旅客数 

・ 国内航空旅客数は、2002 年度をピークに 2003 年度、2004 年度は減少。速報値によ

ると 2005 年度は増加傾向にある。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、近年の伸びが鈍化している動向を適切に反映する

必要がある。 
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注）図中の 2005 年度実績値は、2005 年４月～９月までの輸送実績値をもとに推計した推計値。 

計算式：2004 年度実績値×2005 年４月～９月実績値÷2004 年４月～９月実績値 

出典）「空港管理状況調書」（国土交通省） 

図 １－１ 国内旅客数・国内着陸回数の推移 
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② 全交通機関の旅客数 

・ 航空に鉄道等他の交通機関の交通量も合わせると、全体では近年横這い傾向。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、近年の全交通機関の伸びが鈍化している動向を適

切に反映する必要がある。 
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注１）府県中心間空間距離 200km 以上の OD 対象 

注２）自動車交通量は３カ年の移動平均処理、1986 年以前の軽自動車補正処理、1996 年以降 50km 以上

の自動車交通量をもとにした 200km 以上の自動車交通量の推計を行って作成している。 

資料）「旅客地域流動調査」（国土交通省）より作成 

図 １－２ 交通機関別長距離交通量の推移 
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③ 航空旅客数と GDP との相関 

・ 他交通機関も含む 1 人当たり長距離旅行回数と、1 人当たり実質 GDP の推移を見る

と、相関関係は極めて高い。ただし、両者の関係はバブル崩壊後の 1993 年頃を境に

変化が見られる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、バブル崩壊後の変化要因を分析した上で、1人当

たり実質 GDP の変化を適切に反映する必要がある。 
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図 １－３ １人当たり長距離旅行回数と１人当たり実質 GDP の推移 
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図 １－４ １人当たり長距離旅行回数と１人当たり実質ＧＤＰの相関関係 

注 1）長距離旅行とは、府県中心空間距離 200Km 以上の OD のみ対象とし、２トリップを旅行回数１回

としてカウント。 

注２）自動車交通量は３カ年の移動平均処理、1986 年以前の軽自動車補正処理、1996 年以降 50km 以上

の自動車交通量をもとにした 200km 以上の自動車交通量の推計を行って作成している。 

資料）「旅客地域流動調査」（国土交通省）、「国民経済計算」（内閣府）、「国勢調査」（総務省）、「日本の

将来推計人口」（2006 年 12 月、国立社会保障・人口問題研究所）より作成 
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④ イールドの影響 

・ 1990 年代以降の長距離交通においては、航空イールド低下とともに航空分担率は増

加傾向にある。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、航空イールドに代表される運賃・料金の変化に伴

う旅客数の変化を適切に反映する必要がある。 
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注１）府県中心間空間距離 200km 以上の OD 対象 

注２）自動車交通量は３カ年の移動平均処理、1986 年以前の軽自動車補正処理、1996 年以降 50km 以上

の自動車交通量をもとにした 200km 以上の自動車交通量の推計を行って作成している。 

資料）「旅客地域流動調査」（国土交通省）より作成 

図 １－５ 長距離交通機関分担率の推移 
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資料）有価証券報告書（航空会社３社 JAL/ANA/JAS）、「消費者物価指数」（総務省） 

図 １－６ 航空需要とイールド、航空運賃物価指数の推移（1990 年＝1.00） 
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２）交通利便性向上による旅行誘発効果 

・ 羽田-岡山間では 2001 年から 2003 年にかけて、航空の便数がほぼ倍増した。それに

伴い航空需要が増加、鉄道需要が減少し、航空分担率もほぼ倍増した。転じて全交

通機関の需要をみると、航空の便数増加と航空需要増加に伴い全交通機関の需要も

増加しており、交通利便性向上による誘発効果がみてとれる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、交通利便性の変化に伴う航空分担率の変化、及び

交通利便性の向上に伴う誘発効果を適切に反映する必要がある。 
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出典）「航空輸送統計年報」（国土交通省） 

図 １－７ 羽田-岡山間の航空の需要と便数 
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出典）「旅客地域流動調査」（国土交通省） 

図 １－８ 東京-岡山間の交通機関別旅客数の推移 
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３）航空機材の小型化 

・ 日本において、多頻度ネットワークが確立されつつある路線もある。また、日本と

イギリスにおける同規模の空港を比較した結果、イギリスでは、さらに多頻度化の

進んだ空港も見受けられた。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、航空機材動向を分析した上で、便当たり旅客数の

変化を適切に反映する必要がある。 

 

 
出典）第６回航空に関する懇談会（平成 16 年 6月 9日）「航空政策を展望する」参考資料集 

図 １－９ 伊丹路線の例 

 

 
出典）第６回航空に関する懇談会（平成 16 年 6月 9日）「航空政策を展望する」参考資料集 

図 １－１０ イギリスと日本における同規模（年間旅客数）空港の比較事例 
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・ 優れた性能を有する小型機の導入が進んでいる。 

・ 旅客数上位路線の平均座席数の推移を見ると、新規航空会社が参入した羽田－新千

歳路線や羽田－福岡路線等、多くの路線で小型化の傾向にある。 

 
型式 乗客数（人） 巡航速度(km/h) 航続距離(km) 

CRJ-200 50 859 3,050 
DHC-8-402 78 667 2,150 

出典）「数字で見る航空２００５」（航空振興財団） 

CRJ-200       DHC-8-402 

 
出典）JAL 航空機コレクションＨＰ 

図 １－１１ 小型機の型式と性能 
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出典）「航空輸送統計年報」（国土交通省） 

図 １－１２ 路線別平均座席数の推移（2005 年度年間旅客数上位 20 路線） 
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（２）国際航空旅客需要の動向 

１）全国 

・ アジアの経済発展・国際観光交流の増大とともに増加傾向にあったが、米国同時多

発テロ（2001.9）、SARS（2003.4）などの影響により一時減少。2004 年以降は増加

傾向。また、2000 年頃から便当たり旅客数が減少傾向。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、近年の一時的な航空需要減少の影響や、便当たり

旅客数の減少傾向等を適切に反映する必要がある。 
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注）図中の 2005 年度実績値は、2005 年４月～９月までの輸送実績値をもとに推計した推計値。 

計算式：2004 年度実績値×2005 年４月～９月実績値÷2004 年４月～９月実績値 

出典）「空港管理状況調書」（国土交通省） 

図 １－１３ 国際旅客数・国際着陸回数の推移 
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２）海外方面別 

・ 方面別に需要動向をみると、2001 年の米国テロによる米大陸、太平洋方面を中心と

した影響、2003 年の SARS によるアジア方面を中心とした影響などがあったが、2003

～2004 年の需要増加にはアジア方面の伸びが寄与している。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、海外方面別の動向の違いを適切に反映する必要が

ある。 
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注）我が国の国際航空輸送事業者８社の路線別データを元に集計。 

資料）「航空輸送統計年報」（国土交通省） 

図 １－１４ 海外方面別需要動向 
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・ 中国人の海外旅行者数は2004年時点で28,853千人と2000年時点の2.8倍に成長し

ている。 

・ 世界観光機関の予測において東アジア・太平洋地域における国際観光市場は今後大

幅に成長するものと見込まれている。 

・ 「日本２１世紀ビジョン」では、2030 年に約 4,000 万人の訪日外国人旅客が可能と

しており、ビジット・ジャパン・キャンペーンでは 2010 年の訪日外国人旅客 1,000

万人を目指している。 
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資料）国際観光振興機構（JNTO）資料より作成。 

注）中国は香港、マカオへの旅行者を含む。  

図 １－１５ アジア各国・地域の出国者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料）「Tourism 2020 Vision」（1999 年策定、World Tourism Organization）より抜粋。 

図 I-1 世界の国際観光客の将来見通し（インバウンド） 
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図 １－１６ ビジット・ジャパン・キャンペーン 
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（３）国内航空貨物需要の動向 

・ 2001 年テロ及びそれ以降の保安規制の強化により実績が減少したが、近年では増加

傾向にある。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、規制強化に伴う動向の変化を適切に反映する必要

がある。 
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注 1）全国値：発→着を 1単位としている 

注 2）個別空港値：発+着の合計値 

資料）「空港管理状況調書」 

図 １－１７ 国内航空貨物量とＧＤＰの推移 
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（４）国際航空貨物需要の動向 

１）国際航空貨物量の動向 

・ 全体的には航空貨物量は増加傾向にある。 

・ 2001 年度はテロの影響や米国を中心とした IT 不況などの影響により減少したが、

その後は 2002 年成田空港平行滑走路供用、中国を中心としたアジア経済の発展など

の影響により増加に転じている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、近年のテロ・IT 不況などの影響を適切に反映す

る必要がある。 
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資料）「空港管理状況調書」 

図 １－１８ 我が国の国際航空貨物量の推移（輸出入計） 
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２）金額ベースと重量ベースの比較 

・ 重量ベースの動向と金額ベースの動向を比較すると、重量ベースでは IT バブルの影

響はそれほど大きくないが、テロにより貨物量が減少している。逆に金額ベースで

は IT バブルで貿易額が増加しているが、テロによる影響はそれほど大きくない。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、モデル体系を重量ベースとするか金額ベースとす

るかについて検討する必要がある。 
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資料）「空港管理状況調書」 

 

図 １－１９ 我が国の国際航空貨物量の推移（輸出入計）（再掲） 
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資料）「財務省貿易統計」 

図 １－２０ 我が国の輸出入別航空貨物貿易額の推移 

（補足） 
2000 年の輸出増加には半導体等電子部品が大きく寄与している。これは 1999 年と

2000 年で重量ベースの貨物量に大きな差がないことからも、単位重量当たりの貿易額

が大きい（＝付加価値の高い）品目の寄与が大きいことが確認される。この要因とし

ては、2000 年米国を中心とした IT バブルの影響等が考えられる。 
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３）国際航空貨物単価の動向（単位貨物量当たり貿易額） 

・ 国際航空貨物の単位貨物量当たり貿易額（「単価」）は、輸出が輸入の約 1.5 倍の水

準となっている。 

・ 1990 年時点では輸出・輸入いずれも約 1,200 万円/ﾄﾝでほぼ同水準であったが、そ

れ以降、輸出貨物が上昇したのに対して、輸入貨物は低下した。2000 年・2001 年と

輸出貨物の単価が上昇しているが、2000 年は IT バブルの影響、2001 年は米国テロ

の影響等が考えられる。 

・ 海外方面別にみると、輸出についてはアジア方面の単価が欧米方面を越えているが、

輸入については欧米より低い水準から単価が上昇している等の動向が見られる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、海外方面別単価の変化の違いを適切に反映する必

要がある。 
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注）「貨物単価＝航空貨物貿易額÷直送貨物量」により算出 

資料）「財務省貿易統計」「日本出入航空貨物路線別取扱実績」より作成 

図 １－２１ 国際航空貨物単価の動向 

（補足） 
2001 年米国テロの際には、相対的に単価の低い品目から順に海上コンテナ輸送にシ

フトすることで、平均的な単価が上昇したものと推察される。 
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資料）「財務省貿易統計」より作成 

図 １－２２ 国際航空貨物単価の動向（海外方面別） 

米国 IT バブル 

米国テロ 



 I-15

４）海外方面別 

・ 輸出・輸入ともにアジア方面の伸びが著しい。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、中国を中心としたアジア方面の貨物量の伸びを適

切に反映する必要がある。 
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資料）「日本出入航空貨物路線別取扱実績」、「財務省貿易統計」 

図 １－２３ 我が国の海外方面別直送貨物量の推移 
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５）経由便貨物（日本→海外空港→海外）の実績 

・ 韓国路線では経由便貨物量が韓国を目的地とした貨物量の2倍程度（経由比率200%）

ある。また経由比率は、太平洋路線は減少、欧州路線は増加、アジア路線は横ばい、

韓国路線は減少から横ばい傾向にある。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、荷主の航空経路選択における海外での経由ルート

を適切に反映する必要がある。 
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６）便当たり貨物量 

・ 便当たり貨物量は時系列ではほぼ横ばいとなっているが、空港によって数値が異な

っている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、空港別の便当たり貨物量の違いを適切に反映する

必要がある。 
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資料）「空港管理状況調書」 

図 １－２６ 我が国の国際線離着陸１回当たり積卸貨物量の推移 
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１-２ 航空需要を取り巻く環境の動向 

 
将来の社会経済動向、空港整備計画等について整理した。 

 
（１）社会経済動向 

１）人口動向 

・ 我が国の総人口は、今後減少が見込まれる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、今後の人口減少の航空需要への影響を適切に反映

する必要がある。 

 

126

123

120123

120

115

124

121

118

127

126

128

127

100

105

110

115

120

125

130

135

140

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030

百
万

人

(0.996)

(0.991)

(0.986)

(0.980)

(1.004)

(1.009)

(1.015)

(1.022) 出生高位
（死亡中位）

出生低位
（死亡中位）

出生中位
（死亡中位）

 
注）（ ）内の数値は中位ケースに対する各ケースの比率 

資料）「日本の将来推計人口」（2006 年 12 月、国立社会保障・人口問題研究所） 

図 １－２７ 将来の日本の総人口 
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２）ＧＤＰ・ＧＲＰ 

・ 我が国の国内総生産（「ＧＤＰ」）は、バブル崩壊後低成長が続いたが、近年は回復

基調にあり、政府見通し等によると将来も１～２％台の緩やかな伸びが期待されて

いる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、今後のＧＤＰ成長の航空需要への影響を適切に反

映する必要がある。 

・ 地域別に地域内総生産（「ＧＲＰ」）の動向は異なっている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、ＧＲＰに代表される地域特性の違いを適切に反映

する必要がある。 
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資料）実績は「国民経済計算」（内閣府）。将来値は、政府見通しなどによる将来成長率を 2005 年実績

に乗じて算出。 

図 １－２８ 将来の日本の GDP 
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資料）「県民経済計算」（内閣府） 

図 １－２９ ブロック別 GRP の推移 
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３）為替動向 

・ 為替レートが 1998 年前後に円安になったことで、日本人の出国者数が減少してい

る。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、為替レートの航空需要への影響を適切に反映する

必要がある。 
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資料）「国際航空旅客動態調査」（国土交通省）、「出入国管理統計年報」（法務省） 

「WORLD ECONOMIC OUTLOOK Database, September 2006」（IMF） 

図 １－３０ 為替と国際旅客数との関係 
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（２）航空関連の動向 

１）近年の航空需要へ与えた大きな事象 

・ 米国テロ・イラク戦争・SARS などに伴う需要変動は急激であり、航空業界に与えた

影響も甚大であった。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、米国テロ・イラク戦争・SARS などの影響を適切

に反映する必要がある。 
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資料）航空局資料 

図 １－３１ 国際線旅客数の推移 

○3社合計で約1700億円の減収（Ｈ12年度営業収入の4.9%に相当）

○航空保険料値上げ3社合計で約200億円（同0.6％に相当）

Ｈ１３ 米国テロ

Ｈ１５．３下旬 イラク戦争勃発 Ｈ１５．４上旬 ＳＡＲＳ流行

・旅客数：4～6月は約4～5割減、7月は約3割減

・２社合計で約1700億円の減収(15年度見込み)

Ｈ１５ イラク戦争、ＳＡＲＳ

我が国航空会社（ＪＡＬ、ＡＮＡ、ＪＡＳ）への影響及び対応

○ 回復基調にあった需要がアジアを中心に再び低迷

Ｈ１６ 鳥インフルエンザ

コスト削減の深化
・人件費施策 地上職員▲4,500名

退職給付費用▲570億円
・機材戦略 低コスト運航機材への更新 機種数削減
・低コスト運航会社拡大 JALｳｪｲｽﾞ、JALｴｸｽﾌﾟﾚｽ
・e化推進

増収施策
・国内旅客 個人旅客の競争力強化
・国際旅客 高イールド旅客の取込み
・国際貨物 成長市場への対応

グループ統合効果 2005年度 680億円

JALグループ 2004-06年度中期経営計画

ANAグループ 2004-06年度中期経営戦略
コスト競争力の強化
・人件費構造改革 （▲200億円）

人員削減 ▲1200名
退職金・年金制度・賃金体系の見直し等

・事業構造改革 （▲100億円）
国内路線再編、小型機稼動向上、空港運営体制 適化

・フリート戦略・リソース戦略
機種統合、新機種導入による費用削減
グループ全リソースのコスト水準見直し

新たな成長戦略（グローバルネットワークの構築）
持続可能な差別化戦略

 
資料）航空局資料 

図 １－３２ 我が国航空会社（ＪＡＬ、ＡＮＡ、ＪＡＳ）への影響及び対応 
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２）空港政策関連 

① 首都圏空港の整備 

・ 羽田空港の 2010 年供用開始の新滑走路、成田空港の北側滑走路 2,500m 化により、

首都圏空港の発着枠が増加する。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、この発着枠の増加により航空ネットワークの変化

や航空機材の小型化等の影響を適切に反映する必要がある。 

 

  

 
出典）第６回航空に関する懇談会（平成 16 年 6月 9日）「航空政策を展望する」参考資料集 

図 １－３３ 首都圏空港の整備 

羽田空港 

成田空港 
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② 伊丹空港大型機乗り入れ制限 

・ 関西圏における空港（関空、伊丹、神戸）の適切な役割分担が求められる中、伊丹

空港は、環境調和型の空港を目指すため、大型機の乗り入れ制限などの騒音対策が

とられている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、伊丹の規制の影響を適切に反映する必要がある。 

 
表 １－１ 伊丹空港の運用方針 

項 目 現 行 

①高騒音機材の就航禁止 ３発機、４発機（Ｂ747、Ｂ747-400、 

ＤＣ10）の就航禁止 

②ＹＳ代替ジェット枠の見直し 370 

※うちジェット枠 200、プロペラ枠 170 

（ＹＳ代替ジェット枠の 14 含む） 

③環境対策費 ・騒音対策区域の見直し 

・特別着陸料（ジェット機利用客１人 

あたり片道 300 円）等 

注 1）①②は、平成 17 年４月以降段階的に実施 

注 2）③の特別着陸料は、平成 17 年 10 月より導入 

出典）国土交通省航空関係報道発表資料 
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③ 中部国際空港開港 

・ 平成 17 年 2 月 17 日に開港した中部国際空港は、旅客、貨物ともに、名古屋空港を

大きく上回る需要実績となっている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、新空港の開港による航空需要の変化を適切に反映

する必要がある。 

 
※４／１～９／３０（６ヶ月間） 

航空旅客実績 計 １日平均 名古屋空港との比較 

国際 ２７４万人 １．５万人 ３６％増 
（１．１万人／日） 

国内 ３８７万人 ２．１万人 １７％増 
（１．８万人／日） 

計 ６６２万人 ３．６万人 ２４％増 
（２．９万人／日） 

注）名古屋空港の１日当たり旅客数は年間（平成１６年）の単純平均 

 
国際航空貨物取扱量（速報値）  国際線就航便数の推移 
※４／１～９／３０（６ヶ月間） 
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注）名古屋空港 ：H16 年度上半期（2004.4～2004.9） 

  中部国際空港：H17 年度上半期（2005.4～2005.9） 

出典）中部国際空港（株）公表資料及び空港管理状況調書より作成 

 
図 １－３４ 中部国際空港の需要実績航空旅客数（速報値） 
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３）新幹線の将来の整備状況 

・ 将来、新幹線の整備による航空と新幹線との新たな競合が見込まれる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、整備新幹線供用に伴う新幹線との競合を適切に反

映する必要がある。 

 
 

  
整備新幹線概要図（平成１２年１２府与党申合せの概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野

石動

金沢

平成２２年度末完成予定

新八代

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌 

鹿児島中央

長崎 

高崎

富山
＜長崎新幹線＞ 

○武雄温泉・諫早間 

 

○諫早・長崎間 

 

整備新幹線の現状 

※ 完成予定は平成１６年１２月の政府与党申合せによる 

平成１４年１２月１日開業 

平成９年１０月１日開業 

平成２２年度末完成予定 

平成１６年３月１３日開業 

武雄温泉

 博多 南越
敦賀

開業区間 （フル） 

建設中区間（フル） 

建設中区間（スーパー） 

新規着工区間（フル） 

新規着工区間（スーパー） 

（長崎新幹線（武雄温泉～諫早間）：フリーゲージトレイン）

未着工区間（工事実施計画認可申請中）（フル） 
未着工区間（工事実施計画認可申請中）（スーパー） 

未着工区間（工事実施計画認可未申請）（フル） 

凡  例 

諫早

＜北陸新幹線＞ 

○南越・敦賀間  ○金沢･南越間  ○富山･金沢間   ○長野･富山間 

 

＜北海道新幹線＞ 

○新函館･札幌間 

 

○新青森･新函館間 

 

＜東北新幹線＞ 

○八戸･新青森間 

 

＜九州新幹線＞ 

○博多･新八代間 

 

（金沢･白山総合車両基地間を含む） 

白山総合車両基地

福井

船小屋

平成２７年度末完成予定

平成２６年度末完成予定

※石動･金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急

⇒フル規格 

平成２０年度末完成予定

 
出典）鉄道局資料 

図 １－３５ 鉄道整備計画 
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４）空港アクセス 

・ 首都圏、大都市圏の空港への交通アクセス強化により、空港利用客の利便性向上が

期待されている。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、空港アクセス変化による旅客流動の変化を適切に

反映する必要がある。 

 
表 １－２ 予定されている主な空港アクセス交通整備事例 

空港名 整備事例 予定年度 具体的整備事例・効果等 

成田 成田高速鉄道 平成 22 年度 ・都心～成田空港アクセス：1 時間 30 分→30 分

台へ 

仙台 仙台空港アクセス

鉄道 

2007 年 
３月 18 日開業

・JR 仙台駅～仙台空港： 
自動車利用で約 40 分→快速列車で約 17 分 

出典）「国土交通白書 2005」（国土交通省）、仙台空港鉄道株式会社ＨＰ等 

 

 
出典）成田高速鉄道アクセス株式会社ＨＰ 

図 １－３６ 成田高速鉄道の整備概要 

 
出典）仙台空港鉄道株式会社ＨＰ 

図 １－３７ 仙台空港アクセス鉄道の概要 
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２．2000 年モデルの再現性検証 

 
2000 年モデルの現状再現性について分析し、モデルの改善の方向性について検討した。 

具体的には 2003 年と 2005 年を対象とし、各時点の各種社会経済データ及び交通サー

ビス水準データを 2000 年モデルにインプットして算出される航空需要再現値を各時点

の実績値と比較検証した。 

 
 
（１）国内航空旅客需要予測モデル 

・ 全国値の再現値が実績値を上回っている。さらに、地域ブロック別にみると、北海

道・近畿圏・九州地方が大きく再現されている。 

・ また、首都圏・近畿圏・九州圏について、旅客数は過大だが発着回数は過小に再現

されている。これは、便当たり旅客数原単位や容量に達している空港の扱いを十分

再現できていないことが要因だと考えられる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、便当たり旅客数を適切に反映する必要がある。 
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図 １－３８ 2000 年モデルの再現性（国内旅客数・全国） 
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図 １－３９ 2000 年モデルの再現性（国内旅客発着回数・全国） 
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図 １－４０ 2000 年モデルの再現性（国内旅客数・地域ブロック別・2005 年） 
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図 １－４１ 2000 年モデルの再現性（国内発着回数・地域ブロック別・2005 年） 
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（２）国際航空旅客需要予測モデル 

・ 全国値の再現値が実績値を上回っている。さらに、海外方面別にみると、旅客数は

米州が大きく再現されている。これは日本人観光が大きく再現されていることが要

因だと考えられる。 

・ また、週便数はアジアが小さく再現されており、旅客数の関係と逆になっている。

これはアジア方面の機材小型化の傾向が十分反映できていないことが要因だと考え

られる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、観光目的日本人出国者数の近年の動向や便当たり

旅客数を適切に反映する必要がある。 
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図 １－４２ 2000 年モデルの再現性（国際旅客数・全国） 
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図 １－４３ 2000 年モデルの再現性（国際旅客発着回数・全国） 
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（３）国内航空貨物需要予測モデル 

・ 全国値の再現値が実績値を上回っている。実績は 2001 年テロ及びそれ以降の保安規

制の強化により減少しているため、この規制強化に伴う減少を反映していないこと

が要因だと考えられる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、規制強化に伴う貨物需要の変化を適切に反映する

必要がある。 

 

国内貨物

183

195

0

50

100

150

200

250

1990 1995 2000 2005

万
ト

ン
／

年

実績

2000モデル再現

 
図 １－４６ 2000 年モデルの再現性（国内貨物量・全国） 
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（４）国際航空貨物需要予測モデル 

・ 全国値の再現値が実績値を上回っている。さらに、海外方面別にみると、アジア方

面の乖離が大きい。これは、アジア地域における国際水平分業の進展などに伴う航

空貨物量の変化を十分反映していないことが要因だと考えられる。 

⇒需要予測モデル構築に当たっては、アジア地域における近年の動向を適切に反映する

必要がある。 
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図 １－４７ 2000 年モデルの再現性（国際貨物量・全国） 
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図 １－４８ 2000 年モデルの再現性（国際貨物発着回数・全国） 
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３．航空需要予測手法改善の方向性 

 
航空需要の動向と航空需要を取り巻く環境の動向及び、2000 年モデルの現状再現性を

踏まえ、2005 年モデル構築の方向を以下のとおりとする。 

（１）全般にかかる改善の方向性 

参照先 モデルでの表現が望まれるもの モデルでの対応方針 
2-2(1) 
1) 

今後の人口減少の航空需要への

影響を適切に反映する必要があ

る。 

国内旅客・国際旅客： 
人口を説明変数に含めている。近年の人口の

寄与を反映するためにパラメータを更新。 
2-2(1) 
2) 

今後のＧＤＰ成長の航空需要へ

の影響を適切に反映する必要が

ある。 

国内旅客・国際旅客・国際貨物： 
ＧＤＰを説明変数に含めている。近年のＧＤ

Ｐの寄与を反映するためにパラメータを更

新。 
2-2(1) 
2) 

ＧＲＰに代表される地域特性の

違いを適切に反映する必要があ

る。 

国内旅客・国際旅客： 
GRP を説明変数に含めている。近年の GRP
の寄与を反映するためにパラメータを更新。

国際貨物： 
新値による地域ブロック別の按分ではな

く、GRP などを説明変数としたモデルの構

築。 
2-2(1) 
3) 

為替レートの航空需要への影響

を適切に反映する必要がある。

国際旅客・国際貨物： 
為替を説明変数に含めている。近年の為替の

寄与を反映するためにパラメータを更新。 
2-2(2) 
1) 

米国テロ・イラク戦争・SARS
などの影響を適切に反映する必

要がある。 

全般： 
新の状況を反映したパラメータの更新と、

基準年の更新。 
2-2(2) 
2)①、② 

この発着枠の増加により航空ネ

ットワークの変化や航空機材の

小型化等の影響を適切に反映す

る必要がある。 
伊丹の規制の影響を適切に反映

する必要がある。 

ゾーニング： 
空港間の競合を表現するために首都圏・関西

圏のゾーニングを細分化 
国内旅客・国際旅客・国際貨物： 
首都圏空港・伊丹空港の容量制約・環境規制

の条件を設定。 
2-2(2) 
2)③ 

新空港の開港による航空需要の

変化を適切に反映する必要があ

る。 

国内旅客・国際旅客・国際貨物： 
新空港の影響を反映するためにパラメータ

を更新 
2-2(2) 
4) 

空港アクセス変化による旅客流

動の変化を適切に反映する必要

がある。 

国内旅客・国際旅客・国際貨物： 
空港アクセスの将来設定。 
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（２）国内旅客にかかる改善の方向性 

参照先 モデルでの表現が望まれるもの モデルでの対応方針 
2-1(1) 
1)① 

近年の伸びが鈍化している動向

を適切に反映する必要がある。

2-1(1) 
1)② 

近年の全交通機関の伸びが鈍化

している動向を適切に反映する

必要がある。 
2-1(1) 
1)③ 

バブル崩壊後の変化要因を分析

した上で、1 人当たり実質 GDP
の変化を適切に反映する必要が

ある。 

全国発生モデル： 
構造変化を想定したモデルの構築。 

2-1(1) 
2) 

交通利便性の向上に伴う誘発効

果を適切に反映する必要があ

る。 

全国発生モデル： 
アクセシビリティ指標を説明変数に含めて

いる。近年の誘発効果を反映するためにパラ

メータを更新。 
2-1(1) 
1)④、2) 

航空イールドに代表される運

賃・料金の変化に伴う旅客数の

変化を適切に反映する必要があ

る。 
交通利便性の変化に伴う航空分

担率の変化を適切に反映する必

要がある。 

交通機関選択モデル： 
アクセシビリティ指標を説明変数に含めて

いる。近年の航空と新幹線の競合状況を反映

するためにパラメータを更新。 

2-2(2) 
3) 

整備新幹線供用に伴う新幹線と

の競合を適切に反映する必要が

ある。 

交通機関選択モデル： 
新幹線を競合交通機関に含めている。近年の

航空と新幹線の競合状況を反映するために

パラメータを更新。 
2-1(1) 
3) 

航空機材動向を分析した上で、

便当たり旅客数の変化を適切に

反映する必要がある。 
3(1) 便当たり旅客数を適切に反映す

る必要がある。 

便当たり旅客数モデル： 
路線特性や路線需要などに応じて便当たり

旅客数を設定するモデルを構築。 
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（３）国際旅客にかかる改善の方向性 

参照先 モデルでの表現が望まれるもの モデルでの対応方針 
2-1(2) 
1) 

近年の一時的な航空需要減少の

影響や、便当たり旅客数の減少

傾向等を適切に反映する必要が

ある。 
3(2) 観光目的日本人出国者数の近年

の動向や便当たり旅客数を適切

に反映する必要がある。 

全国発生モデル： 
近年の動向を反映するためにパラメータを

更新。 

2-1(2) 
2) 

海外方面別の動向の違いを適切

に反映する必要がある。 
ゾーニング： 
中国を中心とした細分化 

海外方面別モデル： 
近年の動向を反映するためにパラメータを更

新。 
2-1(2) 
1) 

近年の一時的な航空需要減少の

影響や、便当たり旅客数の減少

傾向等を適切に反映する必要が

ある。 
3(2) 観光目的日本人出国者数の近年

の動向や便当たり旅客数を適切

に反映する必要がある。 

便当たり旅客数モデル： 
路線特性や路線需要などに応じて便当たり旅

客数を設定するモデルを構築。 

 
（４）国内貨物にかかる改善の方向性 

参照先 モデルでの表現が望まれるもの モデルでの対応方針 
2-1(3) 
3(3) 

規制強化に伴う動向の変化を適

切に反映する必要がある。 
規制強化に伴う貨物需要の変化

を適切に反映する必要がある。 

全国モデル： 
構造変化を想定したモデルの構築。 
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（５）国際貨物にかかる改善の方向性 

参照先 モデルでの表現が望まれるもの モデルでの対応方針 
2-1(4) 
1) 

近年のテロ・IT 不況などの影響

を適切に反映する必要がある。

全体： 
パラメータを更新。 

2-1(4) 
2) 

モデル体系を重量ベースとする

か金額ベースとするかについて

検討する必要がある。 

全国発生モデル： 
金額ベースと重量ベースとの検討。 

2-1(4) 
3) 

海外方面別単価の変化の違いを

適切に反映する必要がある。 
金重換算係数： 
将来の金額重量換算係数の設定について検

討。 
2-1(4) 
4) 

中国を中心としたアジア方面の

貨物量の伸びを適切に反映する

必要がある。 
3(4) アジア地域における近年の動向

を適切に反映する必要がある。

ゾーニング： 
中国を中心とした細分化 

全国発生モデル（海外方面別モデル）： 
過去のトレンドではなく、GDP などを説明

変数としたモデルの構築。 
2-1(4) 
5) 

荷主の航空経路選択における海

外での経由ルートを適切に反映

する必要がある。 

全体： 
純流動ベースでモデル構築。 

航空経路選択モデル： 
経路の一つとして仁川経由を追加。 

2-1(4) 
6) 

空港別の便当たり貨物量の違い

を適切に反映する必要がある。

便当たり貨物量： 
空港別に設定している。 
近年の誘発効果を反映するために原単位を

更新。 
 
 


